
















































































































ら､ ｢二所詣｣は､ 47例が確認できる｡ ｢二所詣｣の際､将軍家による｢御精進始｣が行われ､鶴岡八幡宮へ
の参詣後､若宮大路を南行して稲村ケ崎に至り､三島･箱根を経て伊豆山に詣で鎌倉に帰るという順路
は既に頼朝期に確立したものと思われる｡参詣には将軍家自ら赴く場合と､代官として奉幣使が派遣さ
れる場合があったが､特に後者の場合､泰時期には三浦氏や北条氏が派遣されたものの､時頼期以降は
北糸氏(庶子家)が派遣されるようになり､時宗期以降になると､参詣に得宗自身か御内人が赴くように
変化する｡得宗専制体制のもと､ ｢二所詣｣を得宗家が勤める行為は将軍家の代参以上の意味を有してい
た可能性が指摘できる｡
なお､幕府の社寺体制の頂点に位置する鶴岡八幡宮で行われる放生会は､石清水八幡宮で行われたも
のを踏襲したと思われるが､王朝国家の祭死別のもとで確立する公祭･臨時祭･神社行幸･二十二社奉
幣などの影響を受けて､幕府の祭祀制が整備される可能性が指摘できる｡
｢第二編　鎌倉周縁の地域諸相と幕府体制の変貌｣では､北条氏が幕政上の地位･立場を鮮明にするな
かで､鎌倉を囲続する武蔵･遠江･両総諸国への影響力を強化する過程を考察するとともに､それぞれ
の地域社会の対応を地域領主の実態を究明するとともに論及する｡また､執権政治体制が確立する段階
での義時の立場を詳細に検討して『吾妻鏡』の批判的考察を展開する｡
第四章｢武蔵国留守所惣検校職について｣では､北条氏による武蔵国衝掌握の過程を､武蔵国留守所惣
検校職を介して明らかにしようとする｡幕府成立の過程で､国家の末端機構である国衝在庁機構の存在
を肯定し､それを支配することによって東国支配を進めたことを実証的に追求したのは石井進氏である
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が､その後の幕府政治の変遷のなかで国衛機構がどのように掌握されていったかを追求する｡
すなわち､秩父氏が武蔵国留守所惣検校職を掌握して国内武士団に対する統率権を得たのは平安時代
末期のこと｡同時期の秩父一族の内紛は､源氏一族の義朝･義賢の対立と連動し､大蔵合戦を惹起させ
たことを指摘｡幕府草創期には､秩父一族の河越重頬が留守所惣検校職に就いて国内武士団を統率して
いたが､義経とともに失脚すると､一族畠山重息が同職を継承した｡しかし､畠山重恩が謀殺されると､
その権限は北条氏が掌握することを考えると､元久2年(1205)の重忠謀殺は､北条氏による有力御家人
の排斥とのみ理解するのではなく､鎌倉の後背に位置する武蔵国の国衝支配をめぐる対立であったと理
解することが必要である｡また､同国国務は政所が執行していたが､国守に北条氏が補任されることに
ょって国務執行権も政所から得宗家に移ったのである｡その際､国務執行への具体的な過程を御内人長
崎氏の関与を通して秩父神社文書から検討する｡なお､補論1 ｢御内人『尾藤氏』について｣は､御家人の
被官化を具体的に追求したものである｡
第五章｢遠江国と北条氏｣では､遠江国を事例に北条氏の地域支配を検討する｡同国は､幕府草創期の
治承4年(1180)､守護として安由義定が任命された特殊な地域であるが､頼朝は義定を排除して守護沙
汰人を置き､在庁を指揮下に組み込んだことは『吾妻鏡』から確認できる｡当時の国守は廷臣であり､正
治2年(1200)の北条時政､嘉禎2年(1236)の北条朝時以来､北条一族が補任されるが､国務を担当した
痕跡は確認できない｡一方､暦仁元年(1238)当時の北条時房以降､大仏氏流が守護職を継承したと思わ
れるが､同国内で検出した北条氏の所領は大仏氏流と得宗家が括抗しており､守護職の継承が所領の確
保に必ずしも結びついていない｡
次いで､北条氏の所領支配の具体的な事例として蒲御厨を検討する｡同御厨と北条氏の関係は､建久
6年(1195)､時政が源構成を地頭代職に補任したことに始まる｡ところが清成の子孫と考えられる活永
は､伊勢内宮に関係する｢給主｣から｢蒲御厨検校職｣を安堵されており､彼らは地頭代として北条氏に､
検校職として内宮へそれぞれの責務を果たしたと思われる｡地域領主が結ぶ二重の被官関係は､彼ら
の支配を確実にする方策の一つでもある｡しかし､建長6年(1254)､得宗家公文所が｢当御厨神｢社造営｣
を下命した相手は蒲御厨政所出羽左右衛門大夫と蒲検校の二人であった｡出羽左右衛門大夫は､蒲御厨
に置かれた政所を支配する北条氏の被官と思われるが､検校(地頭代)のみが蒲御厨を支配するわけでは
なく､地域領主の被官化が彼らの支配を必ずしも保護するものではなかったことを示している｡こうし
た北条氏の支配強化は､地域領主を圧迫し､彼らを倒幕方に荷担させる要因ともなることを指摘する｡
ところで､頼朝没後の頼家･実朝期については､頼朝の独裁制を克服し､北条氏を政治的首導者とし
て形成された執権政治への移行期と理解し､北条時政･義時期を評価するものと､頼家･実朝期の将軍
権力を再評価する研究も少なくない｡当該期の将軍権力をどのように評価するかが課題であるが､次章
では時政から義時への移行期を検討する｡
第六章｢『執権』制の確立と建保合戦｣は､執権政治の本質を専制に移る過度的体制と考え､幕府発給文
書の分析から北条時政から義時への執権職継承時期を検討し､ ｢執権｣職の再検討を行うものである｡す
なわち､時政の専権は､鎌倉殿との婚姻関係の独占を求めた比企氏との戦いを経て､政所別当に就任し
て得たものであり､その結果､時政が単独で署名した下知状が発給される｡しかし､元久2年(1205) 7
月の時政失脚後､その立場を継承したはずの義時は､承元3年(1209) 12月まで幕府発給の政所下文に署
名することはなかった｡したがって､ 『吾妻鏡』元久2年閏7月20日条に｢今日､相川令奉執権事給云々｣
と記載される｢執権｣職-政所別当の就任も承元3年まで下らざるをえず､執権-政所別当は北条氏が間
断なく継承するという『吾妻鏡』編纂時の認識を投影したものであることを指摘する｡
この間､義時は将軍実朝の叔父という血縁関係を背景に､守護の定期交替制や被官の御家人化を強硬
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かつ性急に推し進めるが､いずれも挫折｡こうした失政に対して､義時は自らの立場を幕府機構上に公
的に位置づけ､さらに有力御家人の勢力削減を如何に進めるかが残された課題となった｡
その延長線上に建保合戦(1213)を考えると､対立する有力御家人和田氏を排除するばかりか､義時は
侍所別当に就任するとともに､被官金窪行親を侍所司に補任することによって､彼自身は他の御家人に
超越した身分を得ることに成功したことを意味する｡建保合戦の意義はこの点にあったことを指摘する｡
補論2 ｢鎌倉幕府と伊豆走湯山｣で広第三章を承けて､御家人役を賦課して再建･造営される伊豆山
権現は､鎌倉時代後期には北条氏の支配下に組み込まれてk3くが､こうした宗教的権威の対象でもあっ
た同山の支配は､北条氏の支配圏伸長をイデオロギー面や御家人役賦課の視点からも理解すべき点を主
張する｡
第七章｢鎌倉政権下の両総｣は､北条氏の房総進出を検討するとともに､地域社会がいかなる対応を示
したのか､そのような対応をなぜとらざるを得なかったのかについて､′国内の御家人の存在形態から追
求する｡
まず､両線の北条氏所領を検由し､その成立時期から､上総国では建保倉戟(1213)､下総国では寛元
政変から宝治合戦(1246-47)をきっかけに北条氏の勢力が進出してくることを指摘する｡こうした時
期的差違は､上総国では広常が謀殺されることによって一国に影響を与えるような有力御家人が欠如し
ていたこと､下総国ではまがりなりにも守護千葉氏が存在したためと考える｡しかし､千葉一族にあっ
ては､分割相続によって御家人役の勤仕さえ困難を来すという経済的矯小化､宝治合我で一族を動員で
きない軍事的壊小化がそれぞれ進行しており､そのため北条氏の房総進出を阻止できなかったと考える｡
さらに､両総への北条氏勢力の進出は､地域内の中小御家人を被官化させ､あるいは遠隔地所領への移
住という対応をもたらしたことを指摘する｡
補論3 ｢御家人役の-様態｣は､ 『吾妻鏡』正嘉2年3月1日条に記載される｢二所参詣｣時の随兵役は､
本来負担する御家人名(某跡など)と実際に負担する御家人名を併記するという特徴をもっている｡従
来､ ｢某跡｣は本来負担すべき御家人の子孫を中心として勤任される｢父祖之跡｣型賦課方式と理解されて
いるが､その実態はさまざまであって､それぞれの一族内の状況を勘案して､そのつど変更されること
を指摘する｡
｢第三編　北辺の地域領主と鎌倉北条氏｣では､得宗専制下の北条一族が､とくに奥羽･越後等国への
支配を推し進める過程を論及するとともに､地域社会の実態から専制政治が瓦解する背景の一端を指摘
する｡
第八草｢越後国と北条氏｣では､越後国の国守･守護を検出し､国衝在庁支配権-国務沙汰権の変遷を
たどる｡すなわち､鎌倉時代前半には､幕府-国衝在庁支配､守護-検断という二重構造が取られてい
たが､貞応2年(1223)､北条一族の名越朝時が越後国を含む北陸道守護に就くと､同時に越後守にも補
任され､国守と守護を兼帯して国衛在庁を支配した｡その子光時が寛元の政変で失脚すると､国務沙汰
権は義時の子政村に与えられ､子息時村に継承されるが､その後は名越流北条氏が守護職と国務沙汰権
を併有して国衝支配を継承したことを論証する｡越後国の北条氏所領を検出すると､多くの国衛領が確
認できるが､その支配者と国務沙汰権者とは必ずしも一致せず､北条一族を総体的に把撞することの限
界を示している｡また､一宮弥彦神社が所領化しており､第三章･補論2で指摘した御家人に対するイ
デオロギー的支配という一面も指摘できる｡
北条氏の進出に対応する地域の実情を､奥山庄の領主和田氏を事例に検討し､分割相続による所領の
狭隆化と多発する一族内の相論､そうした諸矛盾の解決策として得宗被官化が志向されたことを指摘す
＼
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る｡
第九章｢相馬氏と鎌倉北条氏｣では､北条得宗家の地域進出の実態を､相馬氏に事例を求めて検討を加
える｡まず､相馬家文書｢下総国南相馬群等田数注進状案｣の内容を検討し､ ｢押紙｣に記載されるような
｢応永｣当時の史料ではないことを推論し､鎌倉時代末期､没収された所領を記載した文書の一部である
ことを金沢文庫文書等から論証する｡
すなわち､元亨元年(1321)､相馬重胤は陸奥国行方郡内の所領を押領する御内人長崎思元を幕府に訴
えた.その発端として､相馬胤門の遺領を相続した養子重婚Lf伯父次郎左衛門尉胤氏(胤門の兄)の相論
が考えられる｡胤氏の押領は幕府によって否定され､胤氏の敗訴が決定する｡そこで､胤氏あるいは子
息五郎左衛門師胤が越訴するが､それは濫訴と判断されて所領三分-の没収刑が科せられ､御内人の筆
頭長崎思元に給与されたと推論する｡ところが､打渡のために派遣された岩城次郎･結城宗広は､重胤
の父彦次郎師胤の所領をも没収した｡叔父･甥の関係にある二人の師胤が存在したための誤判であったo
そのため､相馬重胤と長崎思元とのあいだで相論が展開されたが､その過程で重胤は本貫下総国相馬御
厨から陸奥国行方郡へ移住したOjである｡北条氏あるいは御内人が､多発する御家人内部の所領をめぐ
る紛争に介入して所領を拡大したことが理解できる｡
御家人の西遷･北遠の事例は多く確認され､得宗専制は御家人を圧迫させて被官化･移住という選択
を迫ることを七･八章で推論したが､本事例はこうした推論をほぼ実証できるものである｡
補論4 ｢鎌倉時代の伊具郡について｣も､信濃の御家人諏訪氏が承久合戦(1221)を契機に北条氏の被
官となり､陸奥国伊具郡を支配して郡名を名のる過程を詳述したもの｡北条氏の被官に組み込まれる御
家人の実態を理解しようとしたものである｡
第十章｢元弘･建武期の津軽大乱と曾我氏｣では､鎌倉時代後期の奥羽支配が奥州惣奉行･秋田城介･
北条氏(蝦夷管領)によって遂行されたが､その多くは蝦夷管領(代官)安藤氏が関わり､北条氏の被官が
補完した｡しかし､こうした支配(の強化)に対し､｢蝦夷｣のみではなく､安藤氏自身や多くの北条氏被
官が反発､その結果が文永～嘉暦に発生した｢蝦夷蜂起｣である｡ ｢蝦夷蜂起｣への北条氏被官の関与は不
明な点が多いが､結果的に幕府崩壊をもたらしたものの､その矛盾は建武政権下でも解決されず､ ｢津軽
大乱｣へと拡大される｡その際､建武政権が派遣した義良親王による奥羽支配に､奥羽の領主層は｢式部
卿宮｣を推戴して対立するという､高度な政治的対応を示している点に留意すべきであろう｡すなわち､
｢津軽大乱｣は建武政権に対する単なる｢乱｣ではなく､ ｢津軽｣政権とでもいうべき政治権力との抗争と
理解すべきであり､新政権崩壊の一因ともなったと指摘する｡
次いで､北条得宗家や建武政権の支配に対する､この地域の矛盾の実態を被官曽我氏の領主的支配を
事例に具体的に検討する｡とくに曾我氏が負担する年貢の実態を､北条氏･建武政権･足利政権時のそ
れと比較･検討することによって､その違いを確認し､曾我氏の去就の一因と指摘する｡
3.研究のまとめ
鎌倉幕府政治(奥州藤原氏の時代を含めて)の展開を､地域社会･地域領主との関わりのなかで検討し
た｡具体的には､幕政の変転が地域社会に如何なる影響を与えたか､あるいは地域の領主層がどのよう
な対応を示したか､さらに地域社会の動向が幕政に如何なる影響を与えたかでもある｡そのまとめを以
下の4点から整理しておきたい｡
(1)将軍独裁制
鎌倉幕府初期の政治体制は､鎌倉殿による独裁制と自明の如く理解されているが､その形成過程や背
景については充分に明らかにされていない｡少なくとも､幕府成立には､その挙兵を支援した､とくに
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豪族的領主層の存在無くしては不可能であった｡しかし､その存在が頼朝にとっては樫椎ともなったの
であり､その点を現実視させた事件が｢佐竹合戦｣であった｡その後の頼朝が､侍所を設置するだけでな
く､豪族的領主層を排除してその支配下にあった中小領主を直接把握することは､流人から鎌倉殿へ脱
皮するためには不可欠な選択であった｡それは､奥州藤原氏が家人型･家令型従者を併存させるなかで､
後者の背離が平泉を滅亡させたことに対応するものである｡
(2)北条氏の専制化
頼朝没後の頼家･実朝期の将軍権力をどのように評価するかが課題であるが､本研究では､幕府枢要
の地でもある武蔵国衛機構を北条氏が掌握する過程を明らかにするとともに､時政から義時への移行期
を検討した｡とくに､幕府発給文書を検討することにより､時政の専権は将軍家との独占的な婚姻関係
と国守補任に基づく政所別当の立場に拠ること､その結果は時政単独署名の下知状発給となって現れる｡
しかし､義時が将軍家政所下文に署名する時期を検討すると､時政から即座に｢執権｣職を継承したとは
見なせず､ 『吾妻鏡』編纂時の作為が指摘できる｡義時は､専制的志向を阻害する条件を建保合戦に勝利
することによって解決するが､さらに将軍家の｢二所詣｣に泰時を派遣するなど､イデオロギー的側面か
らもその志向を実現しようとする点も指摘できる｡
(3)北条氏の専制化と地域社会
頼朝没後､幕政の中核ともなる北条氏がその基盤を確立する時､地域社会への圧制ともなって苦慮す
る地域領主層は､被官化あるいは移住などの対応に迫られるが､その背景に分割相続が進むことによる
経済基盤の矯小化､さらには惣領権の分割による統率権の壊小化などが存在した実態を検討した｡ただ
し､被官化が地域領主層の領主制を機能させたかといえば必ずしも肯定的ではなく､さらに深める地域
の諸矛盾が得宗専制の崩壊を決定づけることになる｡
(4)北条氏の所領と御内人
北条氏が巨大化するなかで､その経済的基盤となった所領の検出を行ったが､交通の要衝に立地する
という先行研究を確認できた｡また､こうした所領を経営し､あるいは幕政上で北条氏を補佐する御内
人の実態についても検討を加えた｡地域の領主-御家人が御内人化する背景には､惣領制の破綻による
所領の縮小､あるいは北条氏･御内人による幕府権力を利用した所領の獲得などあって一棟ではない｡
しかし､幕府内で権力を掌握する御内人が幕府崩壊とともに滅亡し､所領経営を担当する御内人が幕府
崩壊を促す主体ともなりえた事実は重要であろう｡
以上､ 4点から本研究を整理したが､地域社会の動向が幕政の変転と大きな関わりを有したことが確
認された｡地域は､収奪の対象ではあったが､幕政の影響を受けるだけでなく､影響を与えつつ､幕府の
成立､変質､崩壊に大きな役割を果たしていたのである｡したがって､地域の実態解明は､幕政の権力構
造の変転を理解する有意な方策のひとつといえる｡
近年の中世史研究は､権力構造の研究が進展するなかで､地域から考える視点が定着しているが､そ
れは狭隆な郷土史研究や中央を意識すぎた地方史研究ではなく､｢中央｣と｢地方｣を相対化させることに
よって､ ｢地方｣ばかりか｢中央｣をひとつの地域とみることによって､二つの地域を対等の視点から理解
しようとする視座でもある｡こうした地域からの視点が､中世史を再構成することはいうまでもない｡
論文審査結果の要旨
本論文は､鎌倉幕府政治の展開を､ ｢東国｣ (今日で言うところのほほ東日本に相当する)の地域社会･
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地域領主との具体的な関わりを通して検討したものである｡ 14本の個別論文を3編に分け､序章･終章
を付して体系的に論述している｡
第1編-｢幕府の成立と地域動向｣は､鎌倉幕府の前段階としての平泉藤原氏および幕府の成立過程を扱
う｡平泉藤原氏の奥羽支配の特質を地域領主との関係を基に考察し､源頼朝による将軍独裁制の成立過
程を｢豪族的領主｣層との関係を軸に跡づける｡また､頼朝の寺社参詣を素材として御家人･地域社会に
対するイデオロギー支配の実態を追究する｡
第2編｢鎌倉周縁の地域諸相と幕府体制の変貌｣は､執橡政治期の北条氏と鎌倉周辺諸国の動向を扱
う｡幕府中枢において北条氏が｢執権｣として権力を確立していく過程を､幕府の正史『吾妻鏡』に対す
る史料批判に基づき明らかにする｡また､北条氏が鎌倉を囲続する武蔵･遠江･上総･下総の諸国に対
して影響力を強化していく様を検討し､一方で地域領主がどのような対応を見せたかも考察する｡
第3編｢北辺の地域領主と鎌倉北条氏｣は､得宗専制期における越後国･陸奥国を扱う｡越後国につい
ては､北条氏一族が支配を推し進める過程を国衛に焦点をあてて考察する｡陸奥国については､北条氏
領の実態を丹念に検討するとともに､その拡大がもたらした地域社会の変容を考察し､あわせて鎌倉時
代末期にいたって北条氏による専制政治が瓦解する背景を浮かびあがらせる｡
本論文提出者は､通説的位置を占める将軍独裁政治一執権政治-得宗専制政治という鎌倉幕府政治の
三段階説を基本的に承認しつつも､周到な史料批判と史料操作とによって､結果論的な歴史解釈を排し
て､動的な政治史を描き出した｡また､長年にわたり｢東国｣の自治体史編纂に関わってきた蓄積を踏ま
えて､幕府と地域社会との相互関係に基づく立体的な政治史を構築することに成功している｡鎌倉幕府
研究･鎌倉時代政治史研究は､日本中世史研究の本流ともいうべき分野であり､膨大な研究が存在する｡
本論文がその中でも独自の存在意義をもつことは明らかで､斯学の発展に寄与するところ極めて大きい｡
よって本論文の提出者は､博士(文学)の学位を授与されるに十分な資格を有するものと認められる｡
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